












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































す。部門別では年金が約38兆 4 千億円（5. 5％増）、























































































































満の 2割、70歳以上の 1割（高所得者は 2割）を例
外として、 3割になった。患者の負担が高額になる
のを防ぐため、高額療養費制度があり、一部負担が
一定額を超える場合には、その超過額を医療保険か
ら払い戻してくれる。（土田武史による。『現代用語
の基礎知識』2006年版、pp. 1055～1056）なお、06
年 6 月成立の医療制度改革法により、06年10月から
70歳以上の高所得者の窓口負担は 2割から 3割に引
き上げられ、08年 4 月からは、70歳から74歳の高齢
者の窓口負担が 1割から 2割に引き上げられること
になった。（内閣府編集『時の動き』06年 8 月号、
pp. 16～17）
（3）保険料率は政管健保で8. 2％、組合健保は組
合により異なるが、03年度の平均は7. 56％である。
保険料は労使折半が原則である。国保においては、
保険料は保険者ごとに算出され、負担困難な低所得
者には軽減措置がとられる。国保には雇主の拠出が
ないので、国が給付に要する費用の約半分を負担し
ている。
（4）日本の医療制度の問題点　①国民医療費の増
加傾向。99年には、30兆9337億円で、国民所得の
8. 08％、一人あたり24万4200円。前年度比では、約
1. 1兆円、3. 7％の増。その内、老人医療費が前年度
比8. 4％の増。（竹本、前掲書、p. 47）なお、「2003
京都女子大学現代社会研究 165
年度の国民医療費は31兆5375億円で、前年度より
5868億円、1. 9％増加した。低めの伸びとなったの
は、03年 4 月の被用者保険本人の一部負担引上げが
影響したものとみられる。」（土田武史、前掲書、
p. 1056）②少子高齢化の影響。上述の03年度の国民
医療費において、65歳以上の分が過去最高の50. 4％
を占めた。一人あたりの医療費でも、平均は24万
7100円で、64歳以下は15万1500円に対し、65歳以上
は 4倍以上の65万3300円である。今後、高齢化がさ
らに進むにつれて、深刻な事態が予想される。（文
藝春秋編集部編『日本の論点2006』p. 600）③政管
健保、組合健保などは財政危機に陥っており、市町
村単位の国保も、小規模であるために安定した運営
ができないでいる。④保険医療のシステムが過剰投
薬や過剰検査を生み出し、医療費の無駄を作り出し
ている。⑤根本的には、医療技術が高度に発展し、
制度も整ってきたのに、それだけ国民の福祉が向上
したと言えるか否かが問題である。⑥高齢化対策と
して新しく導入された介護保険制度にも、解決され
るべき多くの問題がある。
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